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イ ギ リス ・サ ッチ ャー政権以 後の都市 ・住宅政 策 につい て,統 一一都市再 生補助(SingleRegenerationBudget;SRB)な

ど住環境 整備事業 と,ハ ウジ ングア ソシエ ーシ ョン(HousingAssociations;HAs)の 動 向 を調べ た。①HAの 活 動 は伝 統

的 な住宅供給 ・管理 だけで な く,さ ま ざまな地域 再生活動 を担 う主体 とな りつつ ある。11カ テ ゴリーに及 ぶ地域再 生活

動 を表 に整理 した。②HAの 役 割 は,地 方 自治体 の補完 的役 割 か ら,社 会住 宅 の供 給主体,地 域 再生対 策へ のパ ー トナ

ーへ とシ フ トして きた
。③多 方面 にわた る既存 の プログ ラム を統 合 したSRBは,競 争原理 を とりいれ た事 業の採択,地

域 減退指標 を用 いた地域の抽 出方法 に特徴 があ る。
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   In connection with the urban and housing policies since the Thatcher regime of the U.K., urban improvements, including the 

Single Regeneration Budget (SRB), and the trend of the activies of housing associations (HAs) were investigated. (1) The 
activities of HAs are not limited only to the traditional ones to supply and manage housing, and HAs are becoming the 
organizations that play important roles in various local regeneration activities. (2) HAs have expanded their roles from those 

as the organizations complementary to local governments to those as the main organizations supplying community housing and 
also as the partners taking part in local regeneration activities. (3) The characteristic feature of the SRB, into which the former 

programs in various fields have been integrated, lies in the adoption of the enterprises based on the principle of competition, and 
the application of the method of extracting local areas based on the indexes of local deprivation.

1.は じめに

　 本研 究で は,サ ッチ ャー政権以 後の都市 ・住宅政 策 を

取 り上げ る。サ ッチ ャー政権 の時代1979～1990年 は,イ

ギ リスの社会 ・経 済 システ ムを ドラス テ ィックに変 革 し

た。住 宅政策 に も きわめて大 きな影響 を及 ぼ した。 ここ

では,そ の 中で も住環境 整備 一都市 再生 とハ ウジ ングア

ソシェー シ ョン(HA)を 中 心 に調査 を行 った。

2.研 究の背景

　 簡単に1980年 代の都市 ・住宅政策をたどりながら,本

研究において,な ぜハ ウジングアソシエーション(HA)

と住環境整備に焦点を当てたか,と いうことを論 じよう。

2.11980年 代の都市 ・住宅政策

　 1980年 代 の住 宅政策 の変遷 について は参考 文献文

1,2な どの研究に詳 しい。それらをもとに,保 守政権

の1980年 代について,ご く簡単に整理 しておこう。

① 買 う権 利=保 守 政権 は,「買 う権 利(Right　to　Buy;

RTB)」 を1980年 住居法で導入 した。公営住宅居住者が

居住 している住宅の購入を自治体 に請求できるという権

利である。 もともと1979年 総選挙で保守党の公約の最大

の目玉であ り,総 選挙勝利の最大要因とされる。「買 う

権利」 は人気 を博 し,選 挙戦略 として も抜群の効果を上

げた。 さまざまな促進 ッール注1)も準備 され,公 営住宅

の持家化が一気に進んだ。
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②住宅予算の削減と自治体の役割の変化=同 時に政府は

公共支出を大幅に削減する最大の標的を住宅支出に定め

た。例えば,補 助金獲得のための根拠 として自治体が政

府に提出 してきた住宅投資事業計画(HovsingInvestment

Planning;HIP)が,支 出削減のために用い られ,1978～

79年 度 に44億8,900万 £(1986～87年 度換算価格)あ っ

たHIP予 算は,1986～87年 度 には14億 ユ,200万£まで削

減されている文31。こうして,自 治体は公営住宅供給者

と しての役 割 を果 たせ な くな った、,1980年 には8万

8,590戸 の公営住宅が完成 しているが,1995年 には,わ

ずか3,218戸 と激減 している文4)。

③1988年 住居法:1988年 住居法では大 きな改革が行われ

た。第1にHAの 強化である。]988年 住居法は新規のHA

借家人にはAssuredTenancyが 適用 され,公 正家賃制度は

適用 されない ことになった。さらに,1988年 住居法 は

HAに 対する新たな補助金の枠組みハウジングアソシエ

ーショングラン ト(HAG)導 入の道を開いた。これ ら

の枠組みは社会賃貸住宅の供給に市場原理を取 り込んで

お り,そ の供給戸数は増えたものの結果としてその家賃

は高 額化 した。第2に,民 営借 家 の 再生策 として,

AssuredTenancyな どが拡張 され,1989年 以降の新規借家

契約にはどちらかが適用 されることになった。これ らは

公正家賃の適用外であ り,ま た,存 続保護に関する従来

の借家法の原則は適用 されず,家 主にとっては比較的簡

単に借家契約の終了ができるものであった。第3に 公営

住宅居住者に対 して 「TenantChoice」 が導入された。す

でに1986年 には自治体当局が公営住宅を棟ごと民間に売

却 で きる 「VolantaryTransfer」が 導入 され て い たが,

「TenantChoice」 で は居住者が主体 とな・)て,公 営住宅

の民間への売却 を請求で きる,と いうものであった。

④1996年 住居法改正:1995年 の住宅白書 「われわれの未

来の住 まい」は,17年 間にわたる保守政権最後の白書で

あった。これを受けた1996年 の住居法改正は,基 本的に

は保守政権の初期の政策を引き継 ぎ,持 家所有の一層の

推進を図るものではあったが,同 時 に社会賃貸住宅セク

ターの必要性をより一層強 く打ち出すという重大な変化

があった。

ていた公営住 宅ス トックは,1997年 に20%を 下 回 ってい

る(表2-1参 照)。

RTBに よ り,自 治体は良質 な公営 住宅 ス トックを失 っ

た。 同様 に,公 営住宅 階層 の うち豊か な借 家人 も失 った。

結果 的 に,公 営住 宅 には質 の悪 い住宅群 と低所得者 が集

中す るこ とにな った。 これは,残 余 化(residualisation)

と呼 ばれて いる。

例 えば公営 住宅 入居者 の うち,収 入階層 の下 位1/3が

占 め る 割 合 は,ユ963年 に26%だ っ た の に対 し,41%

(1972),47%(1979),44%(1980),65%(1991)と

1980年 代 に急激 に増加 している。 また,入 居者 の属性 も

以前 とはか な り変 わって きてお り,社 会 的弱者が 集中す

る傾 向 にある疋4}。

2)社 会 的排斥(SocialExclusion)

これ らを よ り広 い視野 か ら捉 える概念 と して 「社 会的

排 斥(SocialExclusion)jが1990年 代 に取 り上 げ らて き

てお り,重 要視 されている。貧困,失 業,低 い教 育水準,

高 犯 罪率,住 居 の 荒廃 な ど,さ まざ まな悪 い要素が重 な

っ てい る複 合 的剥 奪(Multipledeprivation)を 受 け て い

る状 況 をい う,,1997年 に成 立 したブ レア政権 はい ち早 く

「社会的排 斥」 を重 要な概念 として認識 し,「 社 会的排斥

ユ ニ ッ ト」 を設立 した。

こう した地域 には従来 の住宅政 策の アプローチ だけで

はな く,地 域 再生,経 済 的 なアプ ローチ も含 んだ総合 的

アプ ローチが必 要 になる とされてい る。

2.3本 研 究 の焦点

以 上の よ うな観 点か ら,本 研究 で は,こ う した総合 的

な都市 再生 を担 う もの とされ た新 しい事業,統 一都市 再

生補助(SingleRegenerationBudget;SRB)を 取 り上げ た

2.2保 守 政権 の も た ら した もの 一1990年 代 の都 市 ・住

宅の課題 一

1)公 営住 宅制度解 体の結 果

RTBや 住 宅予算 の削減 は,公 営住宅 政策 を解体 へ と導

き,さ らに,1988年 の住居 法で導 入 され た公営 住宅 ス ト

ックの 大規 模 自主 移 管(LargeScaleVoluntaryTransfer;

LSVT)制 度,住 宅事業 トラス ト(H《)usingActionTrust;

HAT)は 「公営住 宅の解体 」 を完成 させ る もの だ った。

こう して,公 営住宅 の解体政策 は,住 宅 の所有関係 を

劇的 に変化 させ た。1981年 に は全住 宅の ほぼ30%を 占 め



SRBは 既 存 の住宅関連 プ ログラム を含 む包括 的な もの で

ある。 また,こ う したプロ グラム を担 う主体 として,ハ

ウジ ングア ソシエ ー シ ョン(HA)を 取 り上 げ た。 自治

体 が供給 者 としての役割 か らイネーブ ラー,フ ァシリテ

ー ター と しての役 割へ と変化 して いる 中で
,HAの 役 割

は きわめて重要 であ るか らであ る。

3.ハ ウ ジングア ソシエー シ ョン

3.1概 要 と歴 史的発展

1)概 要

① ハ ウジ ングア ソシエ ーシ ョンとは

イギ リスで は,民 間非営利 住宅供給 組織 であるハ ウジ

ングア ソシエ ー シ ョン(HA)の 活 動が活発 で ある。HA

と は,狭 義 には,1985年 住 居 法で定義 され ている非営利

の住宅供給 ・管理組 織 を指 すが,一 般 的 に,広 く非営利

の住宅供給 ・管理 活動 を指 して用 い られ るこ とが多い。

1985年 住 居法 では,以 下 の ように定 義 されてい る。

a)住 宅 の供給,建 設,改 善,管 理,建 設 ・改 善の指導

や 奨励 を目的 と して設 立 され た ソサ イエ テ ィ注2),ト

ラ ス ト,カ ンパ ニー。

b)利 益 を目的 として事業 を行 わない,ま たは,そ の規

則や ルール に よって,大 蔵 省の決定 した レー トを越 え

て資本 金 を増やす ことを禁 じて いる ソサ イエテ ィ,ト

ラス ト,カ ンパ ニー。

1996年 以 降,HAや 救 貧 院(Almshouse)な ど,非 営利

目的で住 宅供給 ・管理 活動 を行 い,ハ ウジング コーポ レ

ー シ ョン(HC)に 登 録 され てい る組織 を ま とめ て社 会

住 宅 供給 体(RegisteredSocialLandlord;RSL)と 呼 ぶ こ

とが多 い。

②HAの 概 況

HAは 現 在,HCに 登 録 されている ものだけで も,2,200

ほ ど あ り,HA住 宅 も全 住宅 ス トックの約5%を 占 めて

い る。HAの 組 織形 態や活動 内容 は多様 であ るがHCは 組

織 タイプと主たる活動によって9つ に分類 している(表

3-1)。

HCに 登録 している団体の中で も,HAが 最 も多い。ま

た,活 動 も賃貸住宅供給 に力点 を置いている組織が全体

の24%と 最 も多い。この分類は,あ くまで供給 している

住宅のタイプ(賃 貸か,ホ ステルか,持 家か)に よって

分類 されたものであ り,実 際のHAの 活動 はより多様化

している。現在では,HAの 活動は,住 宅供給 ・管理活

動にとどまらず,広 く住環境整備や地域再生活動へ と広

が りを見せはじめている。

③HAの 歴史的発展

HAの 起源は,12世 紀の救貧院であるが,今 日につな

が るHAは,19世 紀後半 に発展する。産業革命 によって

都市に人口が集中 し,住 宅不足,過 密 ・不衛生な居住環

境が深刻な問題 となり,慈 善事業家によって住環境を改

善する慈善団体が形成されていった。その後,第 一次,

第二次世界大戦 を経て,HAは1960年 代 に再び急成長 を

遂げる。戦後の深刻 な住宅不足が,HAの 活動 を活発化

させた。この時期のHAは 約3,000ほ ど存在 し,10万 戸弱

の住宅を保有 していた。特に,約1万 戸 ほどの住宅を管

理する大規模 なHAと 管理戸数が10～30戸 ほ どの小規模

なHAが 多 く存在 していた。

1964年 には,HAの 住宅供給活動を促進するため,HC

が設立 された。 さらに,1974年 住居法によってHAが 低

家賃の賃貸住宅 を供給で きるように補助金制度が整備 さ

れ,通 称HAGと 呼ばれる補助金(現 在 はソーシャルハ

ウジンググラント;SHG)が 支給されるようになった。

HAGは,住 宅開発 コス トの80%か ら100%を 補助するほ

どの高 レベ ルで安定 した補助 であった。このHAGに よ

って,HAの 供給す る住宅 は1974年 以 降急増 して いる

(図3-1)。 しか し,同 時 に,HAは,公 的補助 を受ける

ためにHCへ の登録が義務付 けられ,活 動 と財政 に対 し

てHCか ら監督 を受けることになった。

これまで,政 策の意向 とは無関係 に活動 して きたHA

は,1974年 住居法 によって,財 政 ・制度面で公的な性格

を帯びるようになった。さらに,HAは 住宅政策の一端

を担うセクターとして位置付けられ,1970年 代,HAは,

地方自治体の活動 を補完する役割を求められるようにな

った。

2)サ ッチャー政権下のHAを めぐる状況

①1980年 代サッチャー政権下でのHAの 活動

1979年 に成立 したサ ッチャー政権は,福 祉国家からの

脱却を目指 して,国 家の住宅予算を大幅 に削減 し,民 間

資本の活用 を強力 に促進 した。これに伴 い,HAへ の中

央政府 と地方自治体からの補助金 も,徐 々に削減 されて

いった1980年 代前半では,政 府 によるHCへ の予算配分

はほとんど変化 しておらず,HCが 承認 したHAの 住宅開

発プログラム数 も低迷 している。そのため,1980年 代,



HAの 住宅供給数は低迷 している(図3-11)。

また,政 府の持家取得奨励の影響 を受け,HAの 住宅

供給において低 コス ト持家住宅供給の割合が増加 してい

る。このような状況か ら判断すると,HAの 活動が公的

性格を帯びて以来,HAの 活動への中央政府の政策の影

響力が大きいことが窺える。

②1988年 住居法

サ ッチャー政権下で,HAの 組織や活動 に最 も大 きな

変化 を与えたのは,1988年 住居法 であ る。1988年 法で

HAに 大きな影響 を与えた政策は3つ ある。

第1は,HAに 支給 される補助金の大幅な削減 と支給

制度の改変である。 これによりHAGを め ぐるHA問 の競

争が激化 し,加 えて,開 発計画 コス トに対す るHAGの

補助率 も大幅 に低下 した。この改変によって,HAの 住

宅開発に対する財政リスクは一気に増大 した。

第2は,民 間資金の導入である。ユ988年法は,1974年

以降100%公 的資金で行われていた住宅開発計画 を,公

的資金 と民間資金の2つ が投入されるように改変 した。

しか し,民 間融資を受けるには担保 を必要とするため,

小規模で担保 となるだけの財産を有 していないHAは,

住宅開発の資金を確保することが困難になって しまった。

反面HAの 財政面での政府への依存度が弱 まり,HAの 活

動 に対する規制も緩和 された。これは,多 くのス トック

を所有 している大規模HAが 供給住宅数 を増や した り住

宅供給 ・管理以外の活動に手を伸ばすことを促進 した。

第3は,公 営住宅のシステム解体化政策である。1988

年法 により公営住宅ス トックの大規模 自主移管,住 宅事

業 トラス ド31が 導入された。その後1992年 にも公営住

宅 管理 の競 争 入札(CompulsoryCompetitiveTendering;

CCT)eP・4)が導入され,公 営住宅の解体化は進行 した。こ

れ らの新 しい事業 と制度 によ り,HAは 公営住宅の移管

先や管理組織 としての役割を担 うようになった。1988年

住居法は,こ れまでHAが 行って きた住宅供給 ・管理活

動(HousingActivjty.)に 新 しい展開をもたらし,同 時に,

住 宅 供 給 ・管 理 以 外 の 新 た な 活 動(Non-Housing

Activity)を 誘発した。

③サッチャー政権下でのHAの 役割

サ ッチャー政権下では,HAは 地方 自治体 に代 わる住

宅政策の手段 として積極的に活用された。 しか し,そ れ

は,HAの 活動促進 を狙って行われたものではな く,あ

くまで,地 方 自治体の権力の縮小化に伴って副次的に起

こったことである。 また,政 府にとって,HAは,持 家

政策を推進するための一一手段であったともいえる。それ

は,サ ッチャ…政権が,購 入権 をHA住 宅にも適用 した

ことやHAに 低所得者向けの持家供給を奨励 したことか

らも明 らかである、,

しか し,こ の ようなサ ッチャー政権下でのHAの 処遇

は,HAに とって,決 してマイナスであったとは限 らな

い。HAは 社会住宅の主供給体 として位置付 けられ,こ

れまでの地方自治体の住宅供給の補完的役割より,大 き

な役割が課せ られた。特 に,1988年 法 は,HAの 活動の

展開に大 きく貢献 してお り,そ れは,ユ988年 以降のHA

の住宅供給数の増加か らも明らかである。HAは,政 府

の手厚い保護下か ら追い出されたことで,公 的な枠組み

にとらわれず に活動を展開することが可能となった。

当初,補 助金の削減や制度の改変は,HAに 戸惑いや

困難をもたらしたが,HAは その活動や組織形態 を変化

させることで,状 況に対応 しつつ活動 を展開している。

4、 メー ジャー以降 ブ レア に至 るHAの 動 向

4.1政 策 的背 景

1979年 以 降,サ ッチ ャー政権が強力 に進め て きた 「小

さな政府」 は,社 会 に大 きなひずみ を もた ら した。それ

は,RTBや 公 営 住宅 システ ムの解 体 に伴 う公営住 宅の残

余化や犯罪 や公共物設 損(バ ンダリズム)の 増加,失 業

率の 上昇,ホ ー ム レス問題 に象徴 され る。

1990年 に成 立 した メー ジャー政権 は,こ れ らの問題 を

解 決す るため に,住 宅 政策 は都市 政策 との連 携 を深 め,

住 宅整備 だけで ない,地 域 を社会 ・経済 的側 面か らのア

プ ローチ も含 めた包括 的な地域再 生 を進 めた。ユ993年 に

導 入 され たシ ングル ・リジェネ レー シ ョン ・バ ジェッ ト

SRBは,そ の代 表 的政 策で あ り,住 宅整 備や雇用創 出,

地 域 中小 企業 の支援,エ スニ ッ クマ イノリテ ィの問題 解

決,教 育 など幅広 い分野 か らの再生へ の アプローチが含

まれてい る。 また,HCは ハ ウ ジ ング・プラス と称 して,

HAが 住 宅 供 給e管 理 活 動 以 外 のNon-housingActivityを

奨 励 した。

1997年 の 総選挙 で,約20年 ぶ りに保守 党か ら労働党へ



の政権交代が行われ,ブ レア政権が誕生 したが,ブ レア

政権は,メ ージャー時代に勧め られて きた包括的な都市

再生政策を基本白勺に継続 している。SRBで は予算 を拡大

し,よ り一層 地域再生への取 り組みを強化 してお り,ま

た,地 域コミュニティの重要性を強調することで,公 共

主導でないパー トナーシップアプローチの実現 を目指 し

ている。他にも,SRBよ り小さなコミュニテ ィを単位 と

した地域再生対策であるニューディール ・フォー ・コミ

ュニティや若者向けの失業対策であるニューディールな

ど,新 しい方針を含みつつ,よ り包括的な地域再生対策

に乗 り出 している。このような中,HAも パー トナーシ

ップの一員として活動 を展開している。

1990年 代,HAは,社 会住宅の主供給体 としてだけで

な く,地 域再生活動の担い手 としての新 しい役割が期待

されている。

4.2HAの 活動の多様化

1990年 代,HAの 活動 は多様化 した。これは,直 接 に

はHAが 財政難 をクリアする手法であったが,同 時に社

会的に新 しい住環境整備へのアプローチが必要 とする時

代の要請でもあった。

また,HCは ハ ウジング ・プラスと称 して,HAが 住宅

供給 ・管理活動以外のNon-housingActivityを 奨励 したこ

とは,環 境省によって提唱された都市政策の抜本的再編

である。

め,取 り立てて新 しい展開ではないとの説 もあるが嬬,

1990年 代,HAの 活動の多様化が顕著になったことは事

実である。

4.4活 動 の多様化 の状況

1990年 代 のHAの 活 動 の特 徴 は,こ れ まで の伝統 的 な

住 宅供給 ・管 理活動(HousingActivity)に お け る新 しい

動 きと,地 域再 生活動(Non-HousingActivity)へ の 取 り

組 み とい う2つ に大別す る こ とが で きる。

1)住 宅 供 給 ・管理 活動(HousingActivity)

HousingActivityに は 表4-1に 示 す ような活動 が見 られ

る。低所 得者 向けの持家供給(①,②)や パ ー トナ ーシ

ップ による ケア付 き住 宅の供 給(④),公 営 住 宅 の移管

先 としての活動(⑦)等 は,中 央政府 の政策 の影響 を受

けて発展 した活動 であ る。

公営住 宅の解体 は,そ の積 極 性に多少 の差 はあ るもの

の,サ ッチ ャー時代 か ら継続 されてお り,現 在 も,公 営

住宅 の受 け皿 と して地域 ベ ースの コ ミュ ニテ ィHAが 設

立 されてい る。 その中で も,近 年,ロ ー カルハ ウ ジング

カンパ ニー(LHC)と 呼 ばれるHAが 設 立 され てい る。

4.3HAの 活動の多様化の要因

1990年 代,HAは,社 会住宅の主供給体 としてだけで

なく,地 域再生活動の担い手としての新 しい役割が期待

されている。HAが 住宅供給 ・管理だけに とどまらず,

活動を多様化させ,こ の ような地域再生活動に着手する

ことになった理由は,サ ッチャー時代の政策が引き起こ

した,地 域の社会 ・経済的衰退や,犯 罪やホーム レスの

増加という問題,特 にインナーシテ ィや社会住宅団地の

集中する地域 において深刻化 したか らである。これらは,

特 に,公 営住宅居住者やHAが 住宅の供給対象 とする層

の生活基盤に大きな影響を与えた。

また,本 来 これ らの問題に対 して最 もリスポンシビリ

ティがある地方自治体 も,単 独でこれ らの問題解決に当

たるキャパ シティを有 してお らず,HAは 本来の基本的

な活動である住宅供給 と住宅管理だけでなく,付 加的な

サービスの供給に着手する必要が生 じた。

さらに,1988年 住居法がHAの 活動の多様化 を可能に

する制度的 ・財政的環境 をもたらしたことも大きく影響

している。加えて,そ の後活発に行われるようになった

SRBな どの地域再生事業の影響や政府の積極的な奨励が,

追い風 となって,HAの 活動 を多様化 させた。 もっとも,

このような活動 を伝統的に行 ってきたHAも 存在す るた

これは,1995年 に開始 されたエ ステー トリニュー アル

チ ャレ ンジフ ァ ン ド(ERCF)と い う移管 を伴 う公営 住

宅団地改 善 プログ ラム に伴 って設立 されてい る。LHCは,

1996年 住 居 法 に よってその設立 の枠組 みが認め られ た組

織 形態 で あ り,HAと 同様 に非営利 の住宅 供給 ・管理 組

織 で あ る。LHCは,既 存 のHAやLSVTHA(大 規 模 自主

移管先 のHA)に 対 す る オル タナテ ィブ モデ ルの1つ と

して出現 した とい われてい る文9}。

これ は,LHCの 特 徴 に理 由が あ る。LHCは,組 織 の最

高機 関で あるボー ドが,1/3が テ ナ ン ト,1/3が 地 方 自治



体 か らの代 表(地 方議 員),残 りの1/3が 専 門家 な どの第

三 者で構 成 され てい る。既 存 のHAで は,テ ナ ン トや地

方 自治体 か らの代 表が それぞれ1/3を 占 める こ とはな く,

ま たLSVTHAに 関 して も,カ ウンセ ラ・一一や 自治体 職員の

割合 な どは,20%以 下 に制 限 され ていた。 それが1996年

住 居法 に よって,LHCで は 実質49%ま で 認め られた文9}。

こ の点 でLHCはHAよ り アカ ウン タブルで あ る と評価 さ

れ て お り,今 後,SocialHousingの 供 給 主体 と して発 展

す る こ とが期 待 され てい る 文4}。1999年6月 まで に24の

ERCF計 画 にお い て,14の 新 しいRSLが 設 立 され,そ の

うちLHCと な っているの は,9組 織 で ある。

ま た,サ ポ ー ト付 き住 宅 に 対 す る補 助(Supported

HousingManagementGrant;SHMG)等 も 整 備 され た こ

とか ら,さ まざまな住 宅ニ ーズに対応す る住宅 を供給 し

て い る(表4・-2)。SHMGと は,住 宅 管 理等 に適応 され

る歳入補助 であ り,直 接 的 にケア ・サ ポー トコス トには

利 用で きないが,サ ポー ト付 き住 宅 にか かわ る管理 コス

トを賄 うこ とに利用 で きる、,

3)コ ミュニティビルデ ィング

コミュニテ ィビルデ ィングに関しては,HAは 活動の

多様化が顕著になる以前から住民参加など積極的な取 り

組みを行 っていた。HAの 地域再生活動 に対する制度的

環境が整うにつれて,よ りアクティブな住民参加奨励や

コミュニテ ィ施設の設立など,ソ フ トとハー ドの両面 に

おいて,よ り充実 した活動が行われている。

特に,ブ レア政権下で,コ ミュニテ ィが強調される中,

2)地 域 再生 活動(Non-HousingActivity)

HAのNon-HousingActivityは,多 様 で あ る(表4-3)

そ の 代表 的な活動 を挙 げ る。

地域経 済対 策 で は,HAの テ ナ ン トや 住宅 供給対 象 と

な る層 の生 活基盤 の安 定 を図 る ことが意 図 されて いる。

ここで は,雇 用先 の創 出や,雇 用情 報の提供,就 業 のた

めの トレーニ ング等 を通 じて,雇 用 者 と求職 者双方へ の

働 き掛 けが行 われ ている。 また小 ・中規模 の地域産業 や

商業 を支援 し,地 域 内での資本 が循 環す るシステム構築

の試みが行 われて いる。



コミュニティ構成員がSRBを はじめとする地域再生事業

の主体 として意思決定プロセスに直接的に参加すること

がで きるように,彼 らの能力 を高めるキャパシティビル

デ ィングが1つ の重要なテーマとなっている。

4)ま とめ

1990年 代,HAの 活動 は,単 純にシェルターとしての

住宅を供給 し,管 理するだけではなく,テ ナン トの間接

的な生活支援や地域の包括的な再生へ と多様化 した。

HAの 役割は,地 方 自治体の補完的役割か ら,社 会住宅

の主供給体,そ して地域再生対策のパー トナーへ とシフ

トしてきた。 これは,都 市政策 と住宅政策が連携を深め,

より包括的なアプローチを採用する傾向が強まったこと

とで,政 策 におけるHAの 役割がより拡大 してきたこと

を示 している。また一方で,HAは この ような役割 を担

うために,経 営的に,よ り民間の性格(ビ ジネス性)を

高める必要が生 じてお り,ア フォーダブルな住宅 ・サー

ビスの供給 とのバランス,そ してアカウンタビリテ ィー

の問題に注 目が集 まっている。

5.住 環 境整備事 業

5.1概 要 と歴史 的発展

1)概 要

① その誕生

都市 再生政 策が生 まれた のは,1960年 代 ウィル ソンの

労働 党政権が,人 種,移 住,貧 困 な どについて のアーバ

ンプ ログラム を導入 したのが その端緒で ある。1969年 に

はい くつか の コ ミュニ テ ィ ・デベ ロ ップメ ン ト・プロ ジ

ェク トが インナー シテ ィの問題 に対 処す るため に計 画 さ

れ た。 ニ ュー タウ ンの郊外 化の流 れは終焉 し,1972年 に

環境省 が,リ バ プール,ロ ン ドン,バ ー ミンガム の都市

内部地域 の調査 を開始す る。

② 政策 の確 立

都市再 生の枠組 みが誕生 す るのは1978年 の都 市内部地

域 法(InnerCityAreasAct)で,こ の 時 に都 市 再 生 は経

済的 アプローチ を主流 に据 える こ とにな った。都市 の減

退 や荒廃 とい った問題 は,ほ とんどが居住 者の貧 困の結

果 で,そ の根本 的 問題 解決 を通 じて結果 的 に物 的環境 の

改 善 を達成す る と・・うア プローチが定着 する。 日本 の市

街地 改善の アプ ローチ と比較す る とか な り異 なる。

2)サ ッチ ャー政 権下 の都 市再生 をめ ぐる状況

① エン タープラ イズ ゾーン と都市 開発 公社(UDC`s)

1980年 に は,「 地方 自治体 にお け る都市 計画 及 び土 地

法(LocalGovemmentplanningandLandAct)」 が 成立 し,

開 発公 社(DevelopmentCorporation)と エ ン ター プ ライ

ズゾー ンが創設 され る。 これ を受 けて,1981年 に は最初

の都 市 開発 公社(UDCs)で あ る 「ロ ン ドン ドックラ ン

ズ 開発公 社」 がス ター トす る。1983年 に は,「 都 市 開発

補助(UrbanDevelopmentGrants:UDG)」 が 創 設 され,

民 間セ クター と連携 して地方 自治体 が都市 開発 の計画 を

立 案 す る こ とが 可 能 に な った。1985年 に はCityAction

Teams(CAT's)が 考 案 さ れ,パ ー トナ ー シ ップ 地 域

(partnershipareas)が ロ ン ドン,バ ー ミンガ ム,リ バ プ

ール
,マ ンチ ェス ター,ニ ュー キャ ッスルで ス ター トし,

さ らに1987年 に は リーズ とノ ッチ ンガムで も指定 され た。

ま た1986年 に は 「都 市 再 生 補 助(UrbanRegeneration

Grants:URG)」 が 創 設 され て い る。 これ は,開 発 業 者

と環境省 の地域事務所 が,地 方 自治体 の頭 を越 えて,直

接 ネゴシエー シ ョンする こ とを認 め た ものであ る。 これ

らの波 に乗 って,1987年 は,多 くのUDC'sが 第2弾 と し

て,ブ ラ ック カン トリー,カ ーデ ィフ湾,テ ィーサ イ ド,

トラフォー ドパー ク,タ イニ ーア ン ドウエアな どで指定

されてい く。

② アク ション ・フォ ・シテ ィ

1988年 は,そ れ らの動 きが頂 点 に達す る もの で,「 ア

ク シ ョン ・フ ォ ・シテ ィ(ActionforCities)」 の プ ロ グ

ラムが にぎに ぎし く喧伝 され るこ とに なった。それ は以

下 の3つ が主 たる トピ ックであ る。

第1は,前 述 した 「ハ ウジ ング ・ア クシ ョン ・トラス

ト(HAT)」 で ある。

第2は,「 都 市補 助(CityGrants)」 の 導 入 で あ る。 こ

れ はUDG,URG,及 び 民 間セ ク ター向 けの 土地 清算 の

補助(privatesectorderelictlandgrants)等 を 統合 した も

ので ある。 これ らは民間 開発 がその ま まで は参 入 しに く

い地区で,開 発 を刺 激す るための もの であ る。

第3は,第3弾 のUDC'sの 立 ち上 げで,マ ンチ ェス タ

ー
,リ ーズ,シ ェフ ィール ドで創 設 され た。

5.2メ ー ジ ャー以 降 ブレアに至 る住環境 整備 の動 向

1)メ ー ジ ャー以降の政策 的背景

一働 くものの ための福祉 一

1997年 以 降 の ブ レア政権 は 「働 くもの の た めの福 祉

(welfaretowork)」 を 唱 えて お り,個 人 及 び地域 の経 済

的な 自立 を支援 す るこ とによって地域 再生 の道 筋 を開 く

こ とを狙 ってい る注5>と い える。そ こで,地 域 の貧 困が,

教 育,雇 用,職 業訓練等 の機会 の喪失,ス テ イグマ(烙

印)に よる レ ッ ドラ イニ ング(金 融機 関 の貸 し渋 り),

等 が 折 り重 な って 複 合 的剥 奪(multipledeprivation)の

状 況 にあ る地 区の問題 を解 きほ ぐす こ とが政府 の役 割 と

考 え られてい る。そ のため に,段 階的に計画 を策定 しな

が ら市民 を巻 き込 んで い くことが考 え られ始め てい る。

2)統 一 都 市再生補 助(SRB)の 誕 生

1991年 に は,「 シテ ィ ・チ ャ レン ジ(CityChallenge)」

が創 設 された。地 方 自治体 が,都 市 内部 地域の再生 の た

め に予 算獲 得 の競争 を課 され る もので,入 札(bidding)

に よ る事業採 択の プロセス は自治体,NPO等 の グルー プ

が チー ムを組 んで企画書 を作成 し,予 算 を政府 にア プラ



イす る。協 議の プロセスで 予算 は競 り落 とされ,ま た事

業採 択率 は1/2と い われ る。 もっ ともこれ は新 しい 予算

の拡大 を含 まず,既 存 の インナ ーシテ ィ関連 の予算 プロ

グラム を再度割 り当てるだけの ものであ った。翌1992年

に は,そ の第1段 階(Roundl)が 開 始 され,11地 区 が

選定 された。それぞ れの地 区が存す る 自治体 には5年 間

で3,750万 ポ ン ド(約80億 円)が 補助 され た。1993年 に

は第2段 階(Round2)の20地 区 が さらに追加 申請 され,

計3ユ地区 となった。

同1993年,SRBが 創 設 され た。5省 庁 の20の 既 存プ ロ

グラム を統合 した もので,住 宅整備 や雇 用創 出,地 域 中

小 企業 の支援,エ スニ ックマイ ノリテ ィの問題解 決,教

育 など幅広 い分野 か らの再生へ の アプローチが含 まれ,

10の 新 しい地域事務所 が 開設 され既存 の住宅関連 ではエ

ステ ー トア クシ ョンプロ グラムがSRBに 統合 され,や が

て シテ ィチ ャ レンジ も統合 された。

当初,SRBは140万 ポ ン ド(約2億8,0()0万 円)の 予算

をもっていた。SRBの 申請 は地元 の足固 めの度合 いが採

択 に考慮 され る ことになってい る。 また,SRBの 計 画 内

容通 りに事 業が進展 しない場合(例 えば建替が予期せぬ

反対運 動で 膠着 した場 合等),中 央 政 府 は予 算 を凍結す

るため,事 前 の準備 は重要で ある。実 は予算の30～40%

は採 択が決 まる事前 のマ ネジメ ン トにす でに使われ てい

る とい われる。

ロン ドンを例 にSRBの 財 政 規模 を見 る と(図5-1),

Round2,3の 数 は41～47と ほ ぼ変 わ らないが,大 規模 プ

ロジ ェク トが減 少す る とともに,平 均 値が増 加 してい る。

Round4で は その傾 向が顕 著で,全 体 を22と 半 分 程度 に

す る代 わ りに増額 して いる。

ハ ー ド系 事 業 を 含 む プ ロ ジ ェ ク トは(表5-1) ,

Roundl～4を 概 観 す る と全 体 の うち1/3割 程 度が住 宅,

道 路等 のハ ー ド系事業 を含む。 しか しR・und4で は,1/4

程 度 にな った。 その代 わ りに住 宅 を含む プロジェ ク トが

多 くなった。一方 ほ とん どが雇 用促進 の イニ シアチブ を

含 んでい る。

そ の 他 で は,「 イ ング リ ッシ ュ ・パ ー トナ ー シ ッ プ

(EnglishPartnership)」 が 創設 され,ロ ン ドン,バ ー ミ

ンガム,マ ンチ ェス ター,な どのエ リア を改善す るため

の10年 間 の 公 共 と 民 間 の 計 画,「 シ テ ィ ・プ ラ イ ド

(CityPride)」 が 描 かれた。

3)地 域 減 退指標 による都市再生地 区の抽 出

!994年 に 環 境 省 は 「地 域 現 況 指 数(IndexofLocal

Conditions;ILC)tl・6]」 を採択,公 表 して いる。 これ は12

(当 初 ユ3)`3'7)の社 会指標 を組 み合わせ て地域 の減退度 を

指数 に した ものであ る。都 市再生 予算のSRBの 採 択 には

この デー タが考慮 され るこ とにな ってお り,イ ンデ ック

ス は政 策 上重 要 な意 味 を もつ,、その 後,地 域減 退 指標

(IndexofLocalDeprivation)に 更 新 され たが,現 在 そ の



ス コアが悪い 自治体 は リバ プールで,次 い でニューハ ム,

マ ンチ ェス ター,ハ ックニ ー,バ ー ミ ンガム等 で あ る

(表5-2)。



4)複 合 的剥奪地 区の優 先的再生

ブ レア政権 はメージ ャー時代 に進 め られて きた包括 的

な都市 再生政策 を基本 的 に継続 し,さ らに,予 算 を必 要

な場所 へ適切 に投 入する ことを宣 言 した。3年 間で新 し

い都 市 再生 の予算 として30億 ポ ン ド(約6,000億 円)が

計上 された。 その予算 の80%は 最 貧困地 区に優先的 に割

り当 て られ,臨 界 質量(Criticalmass)の,つ ま り再 生

に効果的 な望 ま しい結 果が得 られ るために十分 な量 の予

算 の供給 を 目指 している。

従来 は,Round3で は182の プ ロ ジェ ク トが,Round4

で は121の プ ロ ジ ェ ク トが 選 定 され てい た が,Round5

で は,地 域 減退指標 のス コアが悪 く,貧 困が著 しい65自

治 体の 中か ら申請 のあ った50自 治 体 を選 定 し優先 的に供

給 す る。最低 で も1自 治体 に1つ の プ ログラムを投 入す

る と してい る。 つ ま り,SRBを 投 入す るプ ロジェ ク ト数

を客観 的な指標 で絞 って,そ の代 わ りに,優 先すべ き地

域 には十分 な予算 を割 り当てる とい う重点政 策 を取 るも

の といえ る。 もっ とも,必 要地区 に適切 な手 当 をす る枠

組み を用 意 しなが ら競争原理 を継承 した もの とい える。

また,残 りの20%は 最 貧 困 と リス トア ップ された 自治

体以外 であ るが,区 域の 中 に小 さなポ ケ ッ ト的な貧困地

区が存在 す る ところ に割 り当て られる ことにな った。 イ

ギ リスで は都市再 生 を地 区 ごとの 問題 とせず に,国 家全

体 の問題 と して取 り扱 う枠組 みが で きてい る とい える。

5)ニ ューデ ィール ・フ ォ ・コミュニテ ィ

その他 には,SRBよ り小 さな コ ミュニテ ィを単位 と し

た地域 再生対策 であ るニュー デ ィール ・フ ォー ・コ ミュ

ニ テ ィ(theNewDealforCommunitiesinitiative)を 創 設

した。8億 ポ ン ド(約1,600億 円)が 当 て られて お り,

SRBと2本 立 てで減退 地区 の再 生 を担 う。2つ の補助制

度 は相 互 に排他 的で はな く同 じ地 区 に投入 す ること もあ

りうる。

6)柔 軟 な地 区区分の方法

移 民問題 な ど都市再生 は必ず しも地域や 地区 に限定 で

きない。SRBの 対 象 地域の 区分 方法 は 柔軟 であ る。事業

の申請書類 を見 る と,申 請の タイプ は以下 の,1)小 さ

いエ リア(自 治 体 の一 部),2)自 治 体 内,3)2つ 以

上 の 自治体 にまたが る場 合,4)TEC(経 済 政策組織)

単 位,5)連 合 自 治 体(Country)の 範 囲,6)地 域

(Region)の 範 囲,7)郊 外 地域,8)産 炭 地域,9)

そ の 他,の9つ で ある。

7)事 前 手 続 きにおけ る計画 の選択

住宅 を修復 す るか,除 却す るか最 も満足 い くコース を

選択 しなけれ ばな らない。 この時 に1985年 住 居法 のセ ク

シ ョン604Aに よ る更 新 の ガイ ダ ンスを考慮 に入れ る こ

とにな ってい る。行政 は,修 繕勧告,閉 鎖あ るいは除却

命令,立 ち入 り禁止命令等 を発令で きる ことになってい

る。一方,1996年 の 住居法 のセ クション86で,事 前勧告

手続 きが導入され,こ のような強制力を伴わずとも事前

に自発的な選択がで きる機会が提供されることになった。

このような流れの中で,修 復,建 替の選択 はより柔軟 に

なっている,,

8)地 域開発事務所(RDA)

また,こ れ らを効果的に進めるために新 しい 「地域開

発事務所(RegionalDevelopmentAgencies:RDA)」 が創

設 された。

新組織 として設立されるRDAで は,地 域住民の雇用,

教育,技 術を高めること,社 会的排斥に取 り組み地域開

発の機会を提供すること,持 続可能な都市再生を推進 し,

環境 と基盤の改善を図 ること,生 活の質(QOL)を 高

め,再 生の活力を高めるため地域内の支援,促 進するこ

と,等 を戦略として遂行 してい くことになる。SRB,ニ

ューディール ・フォー ・コミュニテ ィ,協 調可能性を改

善すること,パ ー トナーシップと市民参加 を通 じて地域

住民がプログラムを効果的に遂行できるようにすること,

さらに地域経済とビジネスの成長 を住宅事業 トラス トや

イングリッシュ ・パー トナーシップを統合 ・管理 してい

る。

9)ま とめ

最後に住環境整備 と住宅協会の連携に関して考察 した

い。ブレア政権は都市再生 とHAの 連携 を基本的 な政策

として宣言した。

現段階でSRBの 枠内で直接住宅新築 ・改善に補助 して

いる事例がどの程度あるかロンドンを事例に調査 した。

その結果,現 在継続 しているSRBの 中に22事 例あ った

(表6-1)。

プロジェク トの事務所の所在地を地図にした(図6-1)。

テムズ河の南岸及びシティの東側地区に多いことがわか

る。この うちSRBでHAに よる新築 を補助 しているケー

スが4件,既 存HA住 宅の改善が2件 であった。また,

公共住宅の新規はないが,改 善は3件 である。



SRBは 包括的なプログラムのため,統 合することによ

る相乗効果を期待 している。 しか しなが ら財源が限られ

ているがゆえ,既 存の住宅事業 トラス トのプログラムと

比較すると,住 宅の新築 ・改善等のプログラムを強力に

支援することが逆にできにくくなっているといえる。 し

か しなが ら,Round4ま での事例で もHAが 都市再生の

プロジェク トとパー トナーシップを結んでいる事例は多

い。む しろ政府財源の外部 にあるHAを 効果的に活用す

ることで都市再生を推進する方向が打ち出されてきたと

いえる。

6.結 論にかえて

イギリスでは保守政権後の住宅政策のみならず福祉国

家解体政策,社 会経済の劇的変化の"荒 波"を 受けた結

果,社 会的排斥という概念をキーにして,問 題に立ち向

かおうとしている。

そこには,住 宅政策単独では住宅問題の解決 さえおぼ

つかない とい う認識が ある。Malpass&Murieは,参 考

文献4に おいて 「住宅政策の終焉?」 という刺激的な一

節 を設 けて い る。そ れ に よる と1979年 の 総 選 挙 で

「RTB」 が注目された後は,住 宅政策が選挙の争点にな

らず,し たがって,政 策的課題には挙が りに くくなった。

これは住宅政策の終焉 を示 しているのではないか。

しかし,複 合的剥奪,社 会的排斥といった状況は,グ

ローバル経済の中で,イ ギリス経済の 「足かせ」 となる

という認識 もある。こうした状況に対 しては,雇 用が重

要な問題 となるが,そ の中で住宅問題は従来のアプロー

チではな く,よ り社会的 ・経済的な意味を含めた総合的

なアプローチが必要になってくる,と されている。

<注>

1)制 度 導 入 に 当 た っ て は,市 場 価 格 か らの 値 引 き,権 利 が行 使

さ れ た 時 に は 自治 体 に は売 却 義 務 が 生 じる こ と,ま た権 利 行

使 者 に対 す る ロー ンの整 備 な どを行 った 。

一方
,隠 れ た財 政 支 出 で あ る持 家 優 遇 税 制 は,大 蔵 省 を は じ

め各 方 面 か ら批 判 され て い たが,制 度 は基 本 的 に 温存 され て

きた。1984年 に は 欠 陥住 宅 を売 却 した 自治 体 の責 任 を定 め た

欠陥 住 宅法 。1993年 に は,低 所 得 者 向 け の 「家 賃 か らロ ー ン

へ 」(RenttoMortgageScheme)な ど も導 入 。保 守 政 権 の時 代

を通 じて,一 貫 して公 営 住 宅 の持 家 化 奨励 策が と られ た 。

2)こ こ で の ソサ イエ テ ィ は,thelndustrialandProvidentSocieties

Actl965の も とに登 録 され てい る組 織 を指 す 。

3)HATは,荒 廃 した 地域 を 集 中 的 に 改 善 す る こ と を 目的 と して

中央 政 府 に よ っ て設 立 され た暫 時 的 な組 織 で あ り,地 方 自治

体 が 管 理 す る公 営 住 宅 を買 い取 り,修 繕 ・改 善 し,そ の後 民



問業者やボランタリーセクターもしくは再び自治体へ譲渡す

るものである文1)。

4)CCTと は,公 的業務を入札によ・って決定するシステム。これ

によって公営住宅の管理業務が民間セクタ…やボランタリー

セクターによって競争入札され,公 的な業務にも効率性が求

められるようになったva12,。

5)現 代のさまざまな社会問題は,単 純に社会保障支出を増やす

ことで解決するわけではな く,働 くことへのインセンティブ

作 りや,落 伍者の救済が重要で,ブ レアは彼の著書 『ニュー

ブリテン』の中で,「福祉は成功への跳躍台であって,失 敗を

受け止める安全網(セ イフティネット)で はない」と記 して

いる。

6)1991年 マ ンチェスター大学都市政策研究センターのブレイ

ン ・ロブソン教授の協力で開発され,地 区の定量化,位 置付

けが可能になった。1997年 に環境 ・交通及び地域省(DETR)

は旧インディックスを更新した。

7)1998年 の,区 レベルと統計区レベルでは,1)失 業率,2)

低所得家庭の児童数,3)車 を所有しない家族,4)基 礎 的

アメニティの欠如した住宅,5)過 密住宅(居 住水準未満),

を用いてお り,さ らに区レベルでは,6)教 育 をすべての時

間もはや受けていない17歳 データ,も 併せて使用 している。

1998年 の12の 指標は以下である。

〔経済的〕

1)失 業者(合 計)

2)男 性 の長期間失業者

〔低所得者〕

3)生 活保護受給者4)税 控 除を受ける失業手当受給者

4)生 活保護受給の孤児

〔健康〕

5)標 準死亡率

〔教育〕

6)15歳 以下の教育低達成者

7)17歳 以下の教育低参加者

〔環境〕

8)破 棄 された土地

〔犯罪〕

9)家 屋保険の負担

〔住宅〕

11)基 礎的アメニティの欠如 した住宅

12)過 密住宅(1部 屋1人 以h)

10) 

 11)

Housing Corporation : Making Investment Count, 

Report 1997/98, 1998 

NHF : Regeneration and Communities, 1998

Investment

12)村 木 ・原:海 外の公的住宅供給組織の動向,住 宅 ・都市整備

公団 ・住宅都市総合研究所,1998

• Connie Young : Urban Regeneration in Britain (URIB), 1998 

 Directory of Contacts 5th Edition, The Planning Exchange, 1998 
• Mawson J ., Beazley M., Burfitt A., Collinge C., Hall S., Loftman 

 P., Nevin B., Srbjanin A. and Tilson B.  :  The Single Regeneration 

 Budget The Stocktake, Center for Urban and Regional Studies 

 school of Public Policy Birmingham University, 1995
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